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Abstract: 本研究では地価公示・都道府県地価調査の調査地点を効率的に削減する方法を

議論する．具体的には，まず，観測点配置の議論が活発な空間統計学のモデルを用いて地

価公示と都道府県地価調査の評価地点を適正に削減する方法を議論し，次にそこでの議論

を踏まえて地価公示・都道府県地価調査の評価地点の削減し，その結果を議論する． 
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1. はじめに 

近年の財政の逼迫を契機に地価調査事業の縮

小への関心が高まりつつある．地価調査のため

の予算の削減は地価の評価地点を減らすことで

容易に達成できる．しかしながら，地価データ

は土地取引や経済の主要な指標の一つであるた

め，評価地点の削減に伴うデータの質の低下は避

けなければならない． 

一般に，データ観測地点の効率的削減のような

観測点配置を考える問題はサンプリングデザイ

ンと呼ばれ，近年，空間統計学（例えば Cressie, 

1993）を中心に議論が進められている．そこで本

研究では，空間統計学の知見に基づいて地価の

評価地点を効率的に削減する方法を議論する． 

 

2. 評価地点配置の最適化 

2.1 配置の良さとは 

観測点配置の良さは(i)観測点配置の持つ説明

力で評価されること多く（詳しくは次節），また，

これに加えてデータの(ii)需要や(iii)取得コストが

考慮されることもある．地価の評価地点を配置す

る場合であれば，(i)は地価の特性をできるだけよ

く説明するような配置とするために重要であり，

(ii)は利用者の需要に適合した配置とするために

重要である．一方，地価データの取得コスト(iii)

には大差はないと考えられる．従って，次節以降

では(i)説明力と(ii)需要を考慮して地価データの

評価地点配置を効率化する方法を議論する． 

 

2.2 配置の説明力の評価 

地価は空間統計モデル(1)式に従うものとする． 

εXβz       ),(~ C0ε N       
 

(1) 

z は地価実測値を要素に持つ N×1 のベクトル，X

は N×K の説明変数行列，ε は N×1 攪乱項ベクト

ル，0 は N×1 のゼロベクトル，C は N×N の共分

散行列，β は K×1 のパラメータベクトルである．

(1)式は共分散行列の各要素を距離減衰関数で与

えることで地価データ相互間の空間的な依存性
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を考慮する．距離減衰関数には例えば球型モデル

(2)式が適用できる． 
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(1)式を用いることで，地価の予測値や予測誤差

分散を任意地点について算出できる．いま，地点

0 の地価予測値 z0 が(3)式に従うと仮定する． 

000  βx tz              (3) 

「 t 」は転置の演算子，x0 は地点 0 の説明変数か

ら成る K×1 のベクトル，ε0 は同地点の攪乱項であ

る．不偏かつ線形という制約の下で地価 z0 の予測

誤差分散を最小化することで，z0 の予測量 0ẑ とそ

の予測誤差分散はそれぞれ(4)，(5)式となる． 

)ˆ(ˆˆ 1
00 βXzCcβx  ttz            (4) 

zCXXCXβ 111 )(ˆ  tt

 
  cCcC 12

00 )0(])ˆ[( zzE  
))()(( 111   XCcxXCXXCcx (5) 

c は各観測地点と地点 i の間の共分散を表す N×1

のベクトル，C(0)は対角要素が σ2＋τ2，非対角要

素が 0 の N×N の行列である．
 

評価地点配置 Sの説明力は予測誤差分散を元に

評価できる．具体的には，例えば，対象地域内に

稠密に配置した各地点（本研究では町丁目 i の各

重心点を用いる）で求められた予測誤差分散の平

均値や最大値は，（ある配置を持つ）データで説

明されない撹乱の大きさを表わすため，これを最

小化するような観測点配置 S*はデータの特性を

良く捉えた配置といえる．従って，本研究におい

ても予測誤差分散を評価地点配置の説明力の指

標として用いることとする． 

 

2.3 配置の需要（以降，ある配置に従う各データ

の需要の総和を配置の需要と定義する） 

配置の需要を評価需要する方法はデータに応

じて変えるべきであり（Diggle, et al., 2010），観測

点配置の需要を評価するための画一的な方法は

存在しない．幸い，我が国においては国土交通省

提供のサイトである土地総合情報システム

（http://www.land.mlit.go.jp/webland/）で土地取引

の事例毎のデータが公表されており，このデータ

を元に町丁目毎の土地取引数が算出できる．従っ

て，本研究では町丁目毎の取引数を，配置 S の需

要の指標として用いることを考える． 

ここで，例えば平成 23 年度の茨城県における

住宅地取引数は 3,557であり，町丁目（総数：3,945）

あたりの取引数は極めて小さくなる．このような

場合，町丁目毎の取引数は「たまたま対象年に取

引が行われた」というような不確実な要因に大き

く左右されうるため，町丁目毎の取引数を需要の

指標として用いるためには，不確実性による影響

をできる限り抑える必要がある． 

そこで，本研究では経験ベイズ法に基づいて縮

小推定を行うことでこの問題に対処することと

する．まず，町丁目 i における取引数 diはポアソ

ン分布(6)式の実現値であると仮定する． 

)(~ iii dPoissond           (6) 

id は取引を生じうる母体の数を表わし，本研究で

はこれを世帯数で与える．θi は町丁目 i の特性を

表わすパラメータであり，上述のように id を世帯

数とした場合は，町丁目 i で期待される世帯あた

り取引数となる．次に，θiはガンマ分布(7)式に従

うと仮定する． 
),(~ baGammai             (7) 

a と b はハイパーパラメータである．(6)，(7)式か

らなるモデルはポアソンガンマモデルと呼ばれ

る．θiの経験ベイズ推定量は(8)式となる． 
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i̂ は町丁目 i における世帯あたりの期待取引数の

推定値であり， i̂ を与える(8)式は期待取引数 di

が小さい程その分子を共通の水準 â に近づける

ことで，取引数の少なさに起因した上述の不確実

性に配慮した推定量とみなすことができる．本研

究では， i̂ に世帯数をかけることで得られる町丁



目毎の期待取引数 iid̂ を，地価データの町丁目毎

の需要の指標として用いることとする． 

 

2.4 予測誤差分散（説明力）と期待取引数（需要）

を考慮した評価地点配置の最適化 

予測誤差分散と期待取引数のような複数の変

数を考慮して観測点配置を最適化するための普

遍的な方法は必ずしも確立されておらず，最適化

のため目的関数は分析の目的などを踏まえて決

める必要がある（Melles et al., 2010）．本研究では，

町丁目 i の重心点における予測誤差分散と同町丁

目における期待取引数の積を全町丁目について

足し合わせた(9)式を最小化することで，地価デー

タの最適配置 S*を求めることとする． 

 
i

iii zzEd ])ˆ[( 2
i          (9) 

(9)式を目的関数としたのは同式が，予測誤差分散

（ある配置 S で説明不能な撹乱）が土地取引に及

ぼした影響の総和と解釈でき，本研究における目

的関数として適切と判断したためである．なお，

本研究では，予測誤差分散と期待取引数を予め算

出し，それらを代入することで(9)式を求める． 

(9)式の最小化には Simulated annealing 法（以後

SA 法）を用いる．SA 法は大域最適解を探索する

アルゴリズムであり，観測点配置の最適化に用い

られる代表的なアルゴリズムの一つである．SA

法を用いた最適化の手順は以下の通りである． 

(i)初期配置とパラメータ T の初期値 T0 を与える． 

(ii)現在の配置 Sa と，そのうちの 1 地点を無作為

に別の地点に移動させた配置 Sbを定義する． 

(iii)Sb と Sa について(9)式を算出し（それぞれ δa，

δb とする），δb がより小さい値を示した場合は

確率 1 で，そうでなければ(10)式に示す確率で

Saを Sbに置き換える． 
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exp             (10) 

(iv)(ii)と(iii)を交互に繰り返す 

(v)(iv)を k 回試行する毎に T を pT で置き換える．

ここで p は T の減衰率を表わし，1 未満でなく

てはならず，かつ 1 に近い程良い． 

先行研究に倣い，本研究では無作為に初期配置を

与え，かつ k = 100，p = 0.9 とした．また，(iv)

を 100 回反復するという操作を，T0 を変化させな

がら繰り返し行ったところ，T0 が概ね 5.0×10-6 よ

りも大きい場合に（(iv)をさらに反復すればいず

れ(9)式は逓減し始めるはずではあるが）最小化す

べき(9)式が逓増してしまうことが明らかとなっ

た．これは T0 が過大であることを意味する．一

方で，T0 が小さい程，局所最適解に陥る可能性は

高まる．以上より本研究では T0=5.0×10-6 とした． 

 

3. 茨城県の地価調査データの評価地点配置 

3.1 概要 

平成 23 年度における地価公示データと都道府

県地価調査データの評価地点を効率的に削減す

る方法を議論する．但し分析対象は茨城県におけ

る住宅地価に限定する．両地価データを合わせた

総標本数は 1,084 であり，本研究では，それらか

ら 200，400，600 の各地点数を削減する場合の最

適配置を計算する．既述のように，最適配置のた

めの目的関数(9)式は，町丁目の重心点毎に予測誤

差分散を算出し，また町丁目毎に期待取引数を算

出し，それらを元に評価する． 

予測誤差分散(5)式の算出の際に用いるモデル

の被説明変数は地価の対数値，説明変数は，最寄

り駅までの距離，最寄り駅から東京駅までの鉄道

ネットワーク距離，及び，町丁目の重心点を包含

する 3 次メッシュにおける土地利用（田，その他農

用地，森林，荒地，幹線交通用地，その他の用地，河川

及び湖沼，海浜，海水域，ゴルフ場）の各面積とした． 

 

3.2 結果 

最初に，完全データを用いて算出された予測誤

差分散の空間分布を図 2 に示す．この図より，予

測誤差に基づけば，データの少ない地域により多

くの評価地点を配置すべきとわかる．一方で，期



待取引数の算出結果（図 3）に基づけば，対象地

域中部の水戸市周辺やより東京に近い対象地域

南西部といった，都市部により多くの観測点を配

置すべきとわかる． 

予測誤差分散と期待取引数を考慮した評価地

点配置の結果を図 4 に示す．この図より，都市部

の評価地点をやや優先的に減らすべきであるこ

とや，非都市部の評価地点は空間的に均一に減ら

すべきであるということが確認できる． 

最適化により得られた目的関数(9)式の値を表1

に示す．この表より，削減地点数が 200であれば，

その目的関数の値と元データ（削減地点数 0）の

目的関数の値との間に大差は生じず，地点の削減

に伴う予測誤差分散の増大によって被る負の影

響は，比較的小さいことが確認できる． 
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図- 1 地価データの空間分布   図- 2 予測誤差分散の算出結果   図- 3 期待取引数の算出結果 

(a)200 地点削減        (b)400 地点削減        (c)600 地点削減 

図- 4 観測点配置の最適化の結果 

表- 1 削減地点数と目的関数 

削減地点数 0 200 400 600 

目的関数 336.1 337.6 340.5 345.0 


